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近年、外務省は、国際社会が直面する諸課題に機動的かつ的確に対応するた

めには外交実施体制の充実が急務の課題であるとして、平成19年度から21年度

までの間に、毎年４から６大使館を設置するなど在外公館の整備を進めてきて

いる。ただし、平成22年度には、政府全体の予算の見直し方針を踏まえ、大使

館や総領事館の新設は予定されていない。 

外務省は、在外公館を新規に設置するに当たって、「主として、①安全保障を

含む二国間関係における政治的重要性、②日本企業支援や資源・エネルギー獲

得を含む経済的重要性、③邦人保護の観点、④国際場裏での支持獲得等の観点

を踏まえた相手国の国際社会における位置づけといった様々な要素を総合的に

勘案し、また、二国間の貿易量・投資量や在留邦人数・進出企業数といった指

標も勘案しつつ、総合的に検討している。」としている。 

一方で、総領事館については、廃止又は出張駐在官事務所化といった効率化

の取組も行ってきており、平成15年度から21年度までの間に、新設公館数４に

対し、廃止又は出張駐在員事務所化した公館数６となっている。この結果、平

成22年４月現在、大使館は133、総領事館は64となっている。 

他方で、平成21年11月の行政刷新会議の事業仕分けにおいて在外公館の維

持・運営に関する経費について「見直しを行う」との評価結果が出されたこと

を踏まえ、外務省は、効果的かつ効率的な在外公館の在り方について、計画的

に見直しを行うこととしている。 

この行政評価・監視は、このような状況を踏まえ、近年設置された在外公館

の設置後の状況変化、業務の実施体制及び実施状況等を調査し、その合理化及

び効率化に資するために実施したものである。 
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